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デジタル田園都市国家構想

デジタル田園都市国家構想の取組イメージ全体像 ○各種サービスのデジタル化・スマート化／デジタル技術による産業の高度化・販
路拡大、文化情報の発信、大都市によらない働き方の実現／次世代サテライトオ
フィスの構築やデジタル人材の育成など、地域を支える多様な人材・交流を確保。

出典：第６回デジタル田園都市国家構想実現会議（令和４年４月４日）デジタル庁資料から北海道局作成 1



デジタル田園都市国家構想基本方針
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出典： 「デジタル田園都市国家構想基本方針（概要）」（令和４年６月７日閣議決定）



Beyond ５Ｇ

出典：総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会
「Beyond ５Ｇに向けた情報通信技術戦略の在り方」報告書（案）から北海道局作成

○「Beyond ５Ｇ推進戦略」では、Beyond ５Ｇが実現する2030年代に期待される社会像の具
体的イメージとして、「誰もが活躍できる社会」、「持続的に成長する社会」、「安心して活動
できる社会」の３つの社会像を掲げている。

○Beyond ５Ｇは、2030年代のあらゆる産業・社会活動の基盤となっていくことが見込まれて
いる。

出典：総務省「Beyond ５Ｇ推進戦略 －６Ｇへのロードマップ－」（令和２年６月）から北海道局作成

出典：総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会
「Beyond ５Ｇに向けた情報通信技術戦略の在り方」報告書（案）から北海道局作成

出典：総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会
「Beyond ５Ｇに向けた情報通信技術戦略の在り方」報告書（案）から北海道局作成

Beyond ５Ｇのユースケース

Beyond ５Ｇの展開イメージ

2030年代に期待される社会像
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ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）
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出典：経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」広報資料

ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）のイメージ



【地域づくり・まちづくり】
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各種サービスのデジタル化・スマート化／
デジタル技術による産業の高度化

デジタルツイン

各世代の多様な移動目的に対応した自動運転等モビリティの

幅広い選択肢の提供／積雪寒冷環境下での自動運転技術の開発

■３Ｄ都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を通じて、様々な分野で地域の課
題解決や新たな価値創造をもたらし、スマートシティを始めとしたまちづくりのデジタ
ル・トランスフォーメーションを進め、人間中心の社会を実現

出典：国土交通省「デジタルツインの実現に向けて連携を拡充～国土交通デｰタプラットフォｰムでの3D地形図表示の実現
と3D都市モデル（PLATEAU）等との連携～」（令和３年８月６日報道発表資料）

交通関連データのオープン化と多様な関連事業での利活用拡大

■様々な交通モードの接続・乗り換え
拠点（モビリティ・ハブ）

■交通インフラとＭａａＳ等のＩＣＴ技術の連関イメージ

出典：道路局「2040年、道路の景色が変わる
～人々の幸せにつながる道路～」（2020年６月）

出典：北海道開発局「新広域道路交通計画（北海道ブロック版）」（令和３年４月）

出典：第５回デジタル田園都市国家構想実現会議（令和４年３月15日）厚生労働省資料から北海道局作成

■ＩＣＴ等を用いた遠隔医療

あるべき姿１ あるべき姿１，12

あるべき姿１ あるべき姿１

出典：北海道開発局「新広域道路交通
ビジョン（北海道ブロック版）」
（令和３年４月）

■路面積雪時の勾配区間や路肩
積雪区間の自動走行



【交通・物流、情報通信】
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サプライチェーン全体でのシステム共有やデータ連結等
の取組と合わせた自動化・機械化

出典：国土交通省「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）概要」（令和３年６月）

ユニットロードやＥＤＩの仕様等を始めとした、
モノ・データ・輸配送条件を含む業務プロセスの標準化

出典：国土交通省「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）概要」（令和３年６月）

自動運転やＥＴＣ2.0データの活用等による地域のモビリティ
サービスの強化や物流の効率化

■次世代型交通拠点のイメージ

出典：北海道開発局「新広域道路交通計画（北海道ブロック版）」（令和３年４月）

■階層的な交通拠点の配置イメージ

あるべき姿４あるべき姿４

あるべき姿４

出典：道路局「高速道路における
安全・安心基本計画」

■規制速度の見直し

▲新東名での試行状況

出典：北海道開発局「新広域道路交通計画（北海道ブロック版）」
（令和３年４月）

※なお、御殿場JCT付近から浜松いなさJCT付近
において、令和２年12月22日から本格運用



【農林水産業・関連産業】

農業におけるスマート技術の活用（水田農業）

農業におけるスマート技術の活用（畑作農業）

○ロボットトラクター
（遠隔監視複数台）

○自動運転田植機
○高速高精度汎用乾田播種機

○ドローンによる
センシング・農薬散布

○自動水管理
システム

○営農管理システム ○自動収量コンバイン
（自脱）

あるべき姿６，12

出典：農林水産省「農業新技術の現場実装推進プログラム」（2019年６月）から北海道局作成

・自動化技術の導入による無人化や基幹作業の外部化により、労働時間を削減し、
規模拡大を実現。
・データをフル活用した効率的かつ精密な管理により単収を向上。
・規模拡大、労働費の削減や単収の向上により、経営コストを削減。

○ロボットトラクター
（後付け自動操舵システム）
（有人-無人２台協調）

○てんさいロボット
狭畦移植機

○可変施肥システム ○ドローンによる
センシング・農薬散布

○営農管理システム ○自動操舵
汎用コンバイン
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【農林水産業・関連産業】

農業におけるスマート技術の活用（酪農）

出典：農林水産省「農業新技術の現場実装推進プログラム」 （2019年６月）から北海道局作成

ロボットトラクター・ドローン等の導入・活用
により、単収を向上。

自動着脱式搾乳ロボット等の導入・活用により、搾乳・飼養管理等に関する作業時間を
削減することで、１人当たりの労働時間を削減しつつ飼養頭数を増頭可能に。
飼料成分等に基づく最適なＴＭＲ(混合飼料）設計・給与等により飼料効率を向上。

○ロボットトラクター
（有人-無人２台協調）

○ドローンによる
センシング・農薬散布

○ほ乳ロボット ○自動給餌器 ○発情発見システム ○搾乳ロボット
（ロータリー型）

8

あるべき姿５，６，12

農業におけるスマート技術の活用（露地野菜） 農業におけるスマート技術の活用（施設園芸）

センサー等の活用により、農業用ハウス内への高度な環境制御
技術の導入に加え、生育診断ロボットによる生育状態の見える
化で栽培管理・環境の最適化を図ることにより、収量を向上。

○高度環境制御装置 ○生育診断ロボット

ＡＩを用いてキャベツを認識し、自動収穫するとともに、コンテナへのキャベツ収納、
コンテナ交換も自動で行い、収穫・運搬作業にかかる時間と人手を縮減。

熟練者の技術が必要とされていた収穫機の運転を無人化することで、新規就農
者の参入も容易に。

○キャベツの自動収穫機械

出典：農林水産省「農業新技術の現場実装推進プログラム」 （2019年６月）から北海道局作成出典：農林水産省「スマート農業の展開について」（2022年４月）から北海道局作成

あるべき姿６，12 あるべき姿６，12



【農林水産業・関連産業】

フードテック分野における研究開発

世界の食料需要が増加すると
見込まれる中で、培養肉などの
細胞培養食品（特定の細胞を培
養することにより、個体を生育す
ることなく資源を生産したもの）、
昆虫を利用した食品や飼料など
の研究開発が進行。

先端的な物理的手法や生物的手法を駆使した
害虫防除技術

先端的な物理的手法（青色半導体
レーザー光）や生物学的手法（共生
微生物）を駆使した害虫防除技術を
開発し、化学農薬に依存しない害虫
防除を確立。
（2040年頃からの普及を目標）

出典：農林水産省「みどりの食料システム戦略」（令和３年５月）から北海道局作成 出典：農林水産省「フードテック官民協議会第３回資料」（令和３年10月19日）、「aff 2019年４月号」から北海道局作成

熟練農業者の技術・判断の継承
（スマートグラスを活用した熟練農業者技術の「見える化」と

新規就農者の栽培支援への活用）

ぶどう栽培における房づくり、摘粒、収穫時期の判断といった熟練農業者の
匠の技を、農業者が装着するスマートグラスで撮影し、データ化。

ＡＩ解析やローカル５Ｇの活用により、新規就農者が装着するスマートグラス
に作業のポイントを投影し、熟練農業者の技術を継承。

出典：農林水産省「スマート農業の展開について」（2022年４月）から北海道局作成

生産から消費までの多様なデータを連携した
スマートフードチェーンプラットフォームの構築

入口（生産）から出口（消費）までの情報を連携・集積。
本プラットフォームへのアクセスのみ行えば、分野を超えて迅速・容易に

データの取得・連携が可能になる。
本プラットフォームを活用することで、「高精度な出荷・需要予測」、「最適な

出荷・発送ルートの選定」、「ブロックチェーンを活用したトレーサビリティシス
テム」等の取組の展開が期待される。

出典：内閣府「第２回新ＡＩ戦略検討会議」（令和３年11月22日）農林水産省説明資料から北海道局作成

コオロギを使用した
プロテインバー

培養牛
ステーキ
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あるべき姿３，６，12

あるべき姿６

あるべき姿６ あるべき姿12



【農林水産業・関連産業】

林業におけるスマート技術の活用（伐採・搬出）

出典：林野庁「林業イノベーション現場実装推進プログラム」（令和元年12月）から北海道局作成

水産業におけるスマート技術の活用（沿岸漁業）

出典：水産庁「水産新技術の現場実装推進プログラム」（令和元年12月）から北海道局作成

省エネ船型等の導入により燃料消費量を削減。
出港前に漁場付近を航行する大型船舶等から
気象海象情報等を取得し出港判断。

情報のデジタル化により、
境界明確化・森林調査に
係るコストを削減。

現地調査等の省略により林道の予備
設計に係るコストを削減。

自動化技術の導入により伐採～運材作業
を効率化し、 木材の生産性を向上。

死亡災害の７割を占める伐倒
作業について、自動化技術の
導入により労働災害を撲滅。

○省エネ型漁船
○エンジン管理システム

○出漁判断システム ○漁場予測システム ○魚群探知機データの
蓄積・分析

○漁具の動きを可視化 ○漁業用
スマートスーツ

○衝突防止
システム

○レーザ計測による
森林資源情報の把握

○自動集材機○需要に応じた
生産管理システム

○自動伐倒作業車
○レーザ計測等による

境界の明確化
○路網設計支援ソフト

による林道設計

○自動走行フォワーダ
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あるべき姿７

あるべき姿５，６，12

数日先の漁場を予測し、経験の少ない漁業者でも漁場へ直行可
能となり、燃料消費量や作業時間を削減。

魚群探知機データの利用により、漁場予測の精度を向上、資源
管理にも利用。

漁業用スマートスーツ利用により、
船上作業を軽減。

小型漁船に多い衝突、乗揚事故
を防止。



高性能住宅・建造物の実証・導
入拡大

CO2排出量をゼロにする住宅・建
築物であるZEH・ZEB、更にはライフ
サイクル全体で排出量をマイ ナス

にするLCCM住宅・建築物の実証・
導入拡大が進められており、省エネ
が期待される。

自動車関連技術（電動化等）の強化

蓄電池・燃料電池・モータ等の電動車関連技術が強化されて
おり、 電気自動車（ＥＶ）や燃料電池自動車（ＦＣＶ）等の次世
代自動車の普及促進及び燃費性能の向上が期待される。

全国レベルでの広域連系系統の整備

再生可能エネルギーの主力電源化に向けて、系統制約を克服する取組は重要で
あり、 2022年度中を目途に全国大での広域連系系統の形成を進めるマスタープラ
ンの完成を目指している。

北海道と本州を結ぶ海底直流送電等の必要性が高いルートは、順次、具体化が
検討されている。

地域マイクログリッドの構築

地域マイクログリッドは、地域内の再生可能エネルギー電源をメインに、コージェネ
レーションシステムなど他の分散型エネルギーリソースと組み合わせて自立的に電
力供給可能なグリッドのことであり、導入するメリットは、主に、「災害時のエネルギー
供給の確保によるレジリエンスの向上」、「エネルギー利用の効率化」、「地域のエネ
ルギーを活用することによる地域産業の活性化」である。

水素サプライチェーンの構築

水素の利活用による脱炭素化のためには、利用時のみでなく
製造時や貯蔵・輸送時なども含め、一貫した取組が必要であり、
それぞれの地域で地域の資源を使った水素によりサプライチェー
ン構築の実証が行われている。

【エネルギー】

出典：環境省HP「脱炭素化に向けた水素サプライチェーン・プラットフォーム」から北海道局作成

出典：経済産業省「地域マイクログリッドの手引き」（2021年４月）
出典：電力広域的運営推進機関 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会「中間整理」（2021年５月）から北海道局作成
注： 掲載した地図は、必ずしも我が国の領土を包括的に示すものではない。

出典：国土交通省「国土交通グリーンチャレンジ（概要）」（2021年７月）

出典：国土交通省「国土交通グリーンチャレンジ
（概要）」（2021年７月） 11

あるべき姿７ あるべき姿７

あるべき姿３，７，10 あるべき姿７，10，11

あるべき姿７



エリートツリー等の開発・普及

成長や材質等の形質が良い精英樹同士の人工交
配等により得られた次世代の個体の中から選抜され
る、成長等がより優れた精英樹であるエリートツリー
等の開発・普及が進められており、林業の生産性及び
森林のＣＯ２吸収・固定能力の向上が期待される。

【農林水産業・関連産業】 【自然環境の保全】

出典：（国研）森林研究・整備機構森林総合研究所林木育種センター
「エリートツリーの開発・普及」から北海道局作成

ブルーカーボン（藻場・干潟の造成・再生・保全技術の開発）

出典：ジャパンブルーエコノミー技術研究組合資料

高層木造建築物等の普及

高層木造建築物等の技術の確立が2040年を目途に
進められており、普及することにより、都市等における
炭素の長期間・大量貯蔵が期待される。

性能に優れたエリートツリーの選抜

出典：国土交通省「国土交通グリーンチャレンジ（概要）」（2021年７月） 12

グリーンインフラが有する多様な効果の把握、評価手法

ＣＯ２の吸収源として期待されている
ブルーカーボンについては、2023年度
までに海藻藻場によるＣＯ２の吸収・貯
留量の計測方法の確立を目指し、産・
官・学による藻場・干潟の造成・再生・
保全の一層の取組を推進。

グリーンインフラの社会的な普及、活用技術やその効果評価等に関する調査・研究等の検討を進め、
グリーンインフラの社会実装を推進。

あるべき姿７

あるべき姿７

あるべき姿７，９

あるべき姿９

出典：総合政策局「社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会国土交通技術行政の基本政策懇談会（第14回）（2020年10月30日）資料」



ＡＩ等を活用したインフラ点検遠隔の災害情報把握

除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上復旧のための無人化施工

【防災・減災、国土強靱化】

■５Gを活用した無人化施工技術の導入、遠隔地から復旧を推進

■ICT除雪技術の導入による除雪機械の自動化・車両運転支援を推進

出典：国土交通省「総力戦で挑む防災・減災プロジェクト【第２弾】」（令和３年６月）

出典：北海道開発局「新広域道路交通計画（北海道ブロック版）」
（令和３年４月）

出典：北海道開発局「第１回AI/Eye River（アイ・リバー）
ワーキング」（令和３年11月）

■河川維持管理分野において、ＡＩによる画像解析技術を活用し、河川空間管理や
構造物点検等の高度化・効率化を図る取組を推進

■舗装点検・診断において、道路の路面を撮影した動画からＡＩプログラムを用いて
「ひび割れ」を自動で評価する新技術の開発を推進
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あるべき姿10

あるべき姿10あるべき姿10

あるべき姿10

■産学官民のプラットフォーム【i-Snow】を組織し、除雪機械の自動化や吹雪時の
車両運転支援等の技術開発を推進

出典：北海道開発局「除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上に関する取組プラットフォーム第10回会議資料」（令和３年12月）

出典：国土交通省「総力戦で挑む
防災・減災プロジェクト【第２弾】」
（令和３年６月）

ＡＩ画像解析技術を用いた交通障害検知

出典：北海道開発局「積雪寒冷地における道路舗装の
長寿命化と予防保全に関する検討委員会第２回資料」
（令和４年３月）

■既設の道路管理用ＣＣＴＶカメラ等の映像からＡＩによる画像解析を活用し、災害等
の異常発生を検知



【観光】【文化】

観光ＭａａＳの普及や観光（移動、運搬）支援ロボット、新たなモビリティ

ＶＲや翻訳機等のデジタル技術を活用した情報発信、文化体験

持続可能な観光地のエネルギーマネジメントや水素ステーションの普及

■ＥＶや燃料電池車、公共交通や自転車な
どベストミックスよる低炭素道路交通システ
ムの実現

■ＭａａＳや自動運転に対応した交通
ターミナル

■便利に安心して移動できる
モビリティサービス

■観光（移動、運搬）支援ロボットや
新たなモビリティ

出典：国土交通省「持続可能な観光ガイドライン」から北海道局作成

ＭａａＳの市場規模（日本）
【約800億円（2018年）⇒約６兆円（2030年）】

2020年 日常生活やビジネスを支える翻訳
2025年 文脈・話者の意図等を補う同時通訳
2030年 シビアな交渉にも使える同時通訳

出典：首相官邸「観光戦略実行推進タスクフォース」資料から北海道局作成

■観光アプリを活用した混雑回避・人流分散
による消費拡大

▶「奥京都MaaS」「観光快適度マップ」GPSデータ
等を活用し、人流を把握、混雑状況を見える化

2030年 1,000基程度の水素ステーション
（全国）
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■持続可能な観光地域づくり実現

出典：アイヌ民族文化財団

▲国立アイヌ民族博物館ソーラーパネル設置

▲最先端技術を活用した回収ボックスで観光地の
ゴミ回収・リサイクルを効率化

■観光の段階（旅前・旅中・旅後）ごとの
ＶＲ/ＡＲコンテンツの活用推進

▲訪日意欲喚起→消費促進→再訪意欲喚起、他者推奨

■文化施設等での同時通訳システムに
よるインタラクティブプレゼンテーション等

出典：総務省「グローバルコミュニケーション計画2025」から北海道局作成

▲国立アイヌ民族博物館におけるデジタル技術
の活用（AI翻訳機等を活用した多言語対応）

出典：アイヌ民族文化財団

あるべき姿５，12
あるべき姿12

あるべき姿８

出典：道路局「2040年、道路の景色が変わる
～人々の幸せにつながる道路～」（2020年６月）

出典：道路局「2040年、道路の景色が変わる
～人々の幸せにつながる道路～」（2020年６月）



【産業の振興】 【自然環境の保全】

カーボンリサイクル燃料の開発

ＣＯ２を資源として有効活用する持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）、合成燃料、合成メ
タン、グリーンＬＰＧ等のカーボンリサイクル燃料の2030～2040年頃の商用化に向
けて、開発・実証が進められている。

出典：経済産業省HP「CO2削減の夢の技術！進む「カーボンリサイクル」の開発・実装」から北海道局作成

衛星データの利用拡大

出典：宇宙航空研究開発機構（JAXA）HP「衛星利用推進サイト」

あるべき姿12

あるべき姿12

衛星データは、災害対策・
国土強靱化や生産性の高い
スマート農業等への利活用
が期待されている。

安全保障や災害対応等で
の有効性が期待される、高
頻度観測が可能な小型ＳＡＲ
衛星コンステレーションを
2025年までに構築すべく、利
用実証が進められている。

下水道技術の実規模実証（Ｂ－ＤＡＳＨプロジェクト）の推進 あるべき姿９、12

出典：国土交通省HP「下水道革新的技術実証事業」

新技術の研究開発及び実用化を加速することにより、下水道事業における低炭
素・循環型社会の構築やライフサイクルコスト縮減、浸水対策、老朽化対策等を実
現し、併せて、本邦企業による水ビジネスの海外展開を支援するため、下水道革
新的技術実証事業（Ｂ－ＤＡＳＨプロジェクト※）を推進。

※ Breakthrough by Dynamic Approach in Sewage High Technology Project
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